
「２０１１年 大阪ビクトリーマップ」を発表! 
 大阪労連は１２月１７日（金）、大阪府に本社を置く大企業（資

本金１００億円以上）１１６社の内部留保などの調査結果をまと

めたࠕ㸰㸮㸯㸯ᖺᅜẸ᫓㜚຾฼!!኱㜰ࣉࢵ࣐࣮ࣜࢺࢡࣅ ኱௻ᴗ

㞠⏝๰ฟࠖを発表、記者会見を行い࡜Ἴཬຠᯝ῭⤒࡜ෆ㒊␃ಖࡢ

ました。（右は読売新聞の記事） 

 会見で続副議長は、「大阪に本社を置く、大企業１１６社の内部

留保は、この１年で８９００億円を積み増しし、総額２５兆円に

のぼっている。一方、菅首相がすすめようとしている法人税減税

では、『内部留保に回す』と考えている企業が２６％にのぼってい

る。大企業が儲かれば、いずれ労働者の生活も良くなる、という

政策そのものがすでに破綻している。経済の長期低迷から脱出す

るための展望は、国内総生産の 6 割を占める消費購買力を高め、

家計を温めること。そのためにも労働者の賃金引き上げや最低賃

金 1000 円の実現、中小企業育成での地域経済活性化などによ

る内需拡大がもとめられている。」と語りました。 

 また宮武事務局長は、この間取り組んでいる「ハローワーク前

アンケート 2010 中間報告」を示し、「昨年の結果と大差のない、

依然として厳しい雇用情勢が続いていること、失業・離職の原因

では、解雇や経営不振等による希望退職、倒産、派遣切りなど有

期契約の中途解除が 31.9%と３分の１に及び、切実に求めてい

るものでは、再就職先の確保 58.4％、失業給付の支給期間の延

長 38.8％などとなっており、失業期間（失業・離職後の期間）

でも、６ヶ月以上が 36.7％と４割近くを占め、３ヶ月以上でみ

ると実に 57.3％と６割近くに達し、正社員での失業が増えてい

るなどを説明。その上で、失業給付の支給期間の延長、雇用保険

制度の改正などセーフティネットの整備、解雇・雇止めをやめさ

せるなど、大企業に雇用責任を果たさせ、雇用の安定・創出をは

かることが求められており、政治の責任が問われていると指摘し

ました。 
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